
デイサービスセンター 彩 運営規程 

（通所介護） 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人香南会が設置運営するデイサービスセンター 彩（以下「事業所」という。）

の運営及び利用に関する事項を定め、要介護状態にある高齢者（以下「利用者」という。）に対

し、適正な通所介護事業を提供することを目的とする。 

（運営の方針） 

第２条 利用者の特性を理解し基本的人権を尊重して、利用者が可能な限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指

す。また、介護者の負担の軽減に努め、相互支援の場としての役割を担い、地域に根ざした事業

所としての取り組みを行う。 

（事業所の名称等） 

第３条 事業所の名称及び所在地は、以下のとおりとする。 

（１）名称  デイサービスセンター 彩 

（２）所在地 広島市安芸区矢野西三丁目１番１１号 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条 職員の職種、員数及び職務内容は以下のとおりとする。 

（１）管理者 １名 

 管理者は、事業所の職員の管理及び業務管理を一元的に行う。 

（２）生活相談員 １名以上 

生活相談員は、利用者及び家族の相談に応じるとともに、適切なサービスが提供されるよ

う通所介護計画の作成をする。また、事業所内のサービス調整及び指定居宅介護支援事業者

等、関係機関との連携において必要な役割を果たす。 

（３）看護職員 １名以上 

看護職員は、健康チェック等を行い、利用者の健康状態を的確に把握するとともに必要な

看護業務を行う。 

（４）介護職員 ２名以上 

介護職員は、通所介護計画に基づき、利用者の介護業務を行う。 

（５）機能訓練指導員 １名以上 

機能訓練指導員は、日常生活を営む事に必要な機能低下を防止する為の訓練を行う 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、以下のとおりとする。 

（１）営業日     毎週月曜日～金曜日（祝日を含む）但し１２月２９日～１月３日は除く 

（２）営業時間   午前８時３０分～午後５時３０分 

（３）ｻｰﾋﾞｽ提供時間 午前９時００分～午後４時３０分 

（利用定員） 

第６条 １日の利用定員は、２０名とする。 



（利用料その他の費用の額） 

第７条 事業所が提供する通所介護の利用料は、介護報酬の告示上の額とする。また、当該通所介

護事業が法定代理受領サービスである時は、当該額に各利用者の介護保険負担割合証に記載され

た負担割合を乗じた額とする。但し、以下に掲げる項目については、別に利用料金の支払いを受

けることができる。 

（１）ア 食費 １食 ６００円 

イ オムツ代等 実費 

ウ その他利用者が負担することが適当と認められる費用 実費 

（２）上記に係る費用の徴収に際しては、あらかじめ、利用者等に対し当該サービスの内容の説

明を行い、同意を得るものとする。 

（３）その他、費用の徴収が必要となった場合は、その都度、利用者等に対し説明を行い、同意

を得たものに限り徴収する。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は、広島市安芸区とする。また、その他の区・市町村についても

相談に応じる。 

 

（通所介護の内容） 

第９条 介護保険法令に定める必要な職員を配置し、通所介護計画に基づいた介護サービスを提

供する。 

（１）通所介護計画の作成 

（２）日常生活上の援助 

ア 排泄介助  

イ 移動介助  

ウ その他必要な身体介助  

エ 養護（休養）                 

（３）健康状態の確認 

（４）機能訓練 

    ア 個別機能訓練  

イ 日常生活動作訓練  

ウ レクリエーション  

エ グループワーク  

オ 体操      

カ 趣味活動      

キ 行事的活動 

（５）送迎サービス 

（６）入浴サービス 

（７）食事サービス 

（８）生活相談及び助言 

（９）その他、日常生活上必要なサービス 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第１０条 利用者が明るく充実したサービス提供が受けられるよう、以下のとおり利用者の守るべ

き規律を定める。 

（１）私的商行為、勧誘行為を行わない。 



（２）他の利用者及び職員に対しての迷惑行為を行わない。 

 

（緊急時の対応） 

第１１条 事業所の職員は、利用者の病状急変やその他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医

及び家族等に連絡する等の処置を講じるとともに、管理者に報告しなければならない。 

 

（非常災害対策） 

第１２条 災害時等における利用者の安全を確保するために、消防署及び地域住民との連携を図り、

緊急時の連絡体制を整備する。また、具体的な対策を立て、非常災害時に備えた訓練等を消防計

画に基づき実施する。 

 

（事故発生時の対応） 

第１３条 サービス提供により、利用者に事故等が発生した場合は、速やかに家族・指定居宅介護

支援事業者等及び市町村に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 

２ 事故の状況及び事故に際して、採った処置について記録し、再発防止を行う。 

 

（苦情処理） 

第１４条 事業所は、利用者及び家族等からの事業所運営に関する苦情や相談に対し、迅速かつ適

切に対応するため、以下に定める事項に従い、必要な措置をとる。 

（１）苦情解決責任者を定め、苦情解決とその改善に努める。 

（２）苦情解決責任者は、苦情受付担当者を配置し、苦情等に関する受付をさせるとともに、そ

の内容及び申し出人等から意向等の確認とその記録を作成させる。また、必要に応じ第三者

委員に報告する。 

 

（高齢者虐待防止） 

第１５条 事業所は、高齢者虐待防止法に基づいて、虐待防止を行うと共にその発見、通報、保護

を積極的に行い、関係機関との連携を図る。 

２ 虐待防止のための指針及び体制を整備する。 

３ 事業所において利用者に対する身体的虐待、心理的虐待、性的虐待、経済的虐待や養護を著し

く怠ることのないよう、定期的に虐待防止に向けての研修を実施する。 

４ 虐待を発見又はその情報を入手した場合は、速やかに関係機関に通報する。 

５ 市町村より高齢者虐待についての協力依頼があった場合は、施設長及び管理者の了解のもとに

受け入れ、連携を図る。 

６ 苦情解決処理規程に沿った適切且つ迅速な対応により、利用者の権利を擁護する。 

 

（身体拘束廃止等） 

第１６条 事業所は原則として利用者に対して身体拘束を行わない。但し、本人又は他の利用者等

の生命及び身体を保護する目的で緊急やむ得ない場合に限り、一時的に行動を制限することがあ

り、具体的な手順については以下のとおり定める。 

 （１）各関係職種が参加するケースカンファレンスを実施する。 

 （２）身体拘束の必要性（切迫性、非代替性、一時性）について検討する。 

 （３）身体拘束の解除予定日を記載した処遇計画の作成及び利用者又は家族へ説明する。 

 （４）身体拘束実施中の経過観察記録の作成及び経過を利用者又は家族へ説明する。 

 （５）身体拘束解消後の妥当性の検証作業の実施及びその記録を作成する。 

 



（職員の研修） 

第１７条 事業所は、職員の資質の向上を図るため、研修の機会が確保できるよう業務体制を整

備する。 

 

（秘密保持等に関する事項） 

第１８条 職員は、業務上知り得た利用者及びその家族等の秘密は保持する。 

２ 職員は、退職後においても、前項の秘密を職員に保持させるべき旨を雇用契約の内容とする。 

 

（暴力団等の影響の排除） 

第１９条 事業所は、その運営について、暴力団等の支配をうけてはならない。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第２０条 職員は、勤務中常に身分を証明する証票を携行し、利用者又は家族から提示を求められ

た時はこれを提示する。 

２ 事業所は、事業を行うためケース記録、その他必要な記録、帳簿等を整備する。 

３ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、社会福祉法人香南会・事業所の管理

者が定める。 

 

附 則 

この規程は、平成３０年１０月１日から施行する。 

この規程は、平成３０年１１月１日から施行する。 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

この規程は、２０２４年４月１日から施行する。 

この規程は、２０２５年４月１日から施行する。 

 


